
製品名等の変更について認定書における字句を読み替えて差し支えない製品名等一覧
認定書別添に位置付けられている部材等の製品名等の変更（性能等に変更がないものに限る。）について、国土交通省へ届出がされたものを順次掲載しています。

（注）本表の記載内容は、製品名等の変更年月日時点の情報です。

BASFジャパン株式会社 ポゾリスソリューションズ株式会社

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、建築物の基礎、主要構
造部等に使用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本産業
規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基準を定める件（平成12年

建設省告示第1446号）第１第７号に係るもの

令和２年７月１日付け
事業譲渡のため

ティッセンクルップ・エレベータ・ジャパン株式
会社

ティッセンクルップ・アクセス・ジャパン株式会
社

ティーケー・ホームソリュ－ションズ ・ジャパン
株式会社

建築基準法施行令第129条の４第１項第三号及び第129条の８第２項の規定
による認定

令和３年３月１日付け
親会社買収のため

オットーリフト株式会社 シティーリフトかわさき株式会社
建築基準法施行令第129条の４第１項第三号、第129条の８第２項及び施行
令第129条の10第4項（同条第3項第一号に掲げる装置に係る部分に限る｡）

の規定による認定

令和２年１月１日付け
社名変更のため

株式会社NTTファシリティーズ総合研究所 株式会社NTTファシリティーズ 建築基準法第20条第1項第二号イ及び第三号イの規定による認定
令和３年10月１日付け

吸収合併のため

カヤバシステムマシナリー株式会社 KYB株式会社

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、建築物の基礎、主要構
造部等に使用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本産業
規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基準を定める件（平成12年

建設省告示第1446号）第１第９号に係るもの

令和３年７月１日付け
吸収合併のため

対象の認定は以下に限る
MVBR-0326-2
MVBR-0464-2
MVBR-0565-1

三菱電機株式会社 三菱電機ビルソリューションズ株式会社

建築基準法施行令第129条の４第１項第三号、第129条の10第２項及び第
129条の12第１項第六号の規定による認定及び建築基準法第37条第２号の
規定による認定のうち、建築物の基礎、主要構造部等に使用する建築材料
並びにこれらの建築材料が適合すべき日本産業規格又は日本農林規格及び
品質に関する技術的基準を定める件（平成12年建設省告示第1446号）第１

第３号に係るもの

令和４年４月１日付け
吸収分割による事業承継

のため

備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分
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備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

宇部三菱セメント株式会社
宇部興産株式会社

三菱マテリアル株式会社
UBE三菱セメント株式会社

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、建築物の基礎、主要構
造部等に使用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本産業
規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基準を定める件（平成12年

建設省告示第1446号）第１第７号に係るもの

令和４年４月１日付け
吸収合併のため

東京都水道局が供給する工業用水 東京都水道局が供給する上水道水

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、建築物の基礎、主要構
造部等に使用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本産業
規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基準を定める件（平成12年

建設省告示第1446号）第１第７号に係るもの

「東京都工業用水道条例
を廃止する等の条例案」
が可決され、令和５年

(2023年)３月31日をもっ
て工業用水が廃止される

ため
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